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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次 第69期中 第70期中 第71期中 第69期 第70期

会計期間 ―

自　平成28年
　　４月１日
至　平成28年
　　９月30日

自　平成29年
　　４月１日
至　平成29年
　　９月30日

自　平成27年
　　12月１日
至　平成28年
　　３月31日

自　平成28年
　　４月１日
至　平成29年
　　３月31日

売上高 (千円) ― 1,487,639 1,418,456 882,757 2,852,713

経常利益又は経常損失
（△）

(千円) ― 51,116 25,235 △18,296 68,593

中間(当期)純利益又は
当期純損失（△)

(千円) ― 79,180 22,306 △16,039 97,646

持分法を適用した場合
の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) ― 240,000 240,000 240,000 240,000

発行済株式総数 (株) ― 4,800,000 4,800,000 4,800,000 4,800,000

純資産額 (千円) ― 5,173,130 5,245,335 5,098,262 5,212,096

総資産額 (千円) ― 5,875,163 6,113,874 5,901,027 5,977,822

１株当たり純資産額 (円) ― 1,077.74 1,092.78 1,062.14 1,085.85

１株当たり中間(当期)
純利益金額又は当期純
損失金額(△)

(円) ― 16.50 4.65 △3.34 20.34

潜在株式調整後
１株当たり中間
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 1 3

自己資本比率 (％) ― 88.1 85.8 86.4 87.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― 116,803 133,742 37,736 315,303

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― △129,552 △40,283 △83,597 80,307

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― △12,975 △22,908 △19,554 △20,554

現金及び現金同等物
の中間期末(期末)残高

(千円) ― 2,161,410 2,632,741 2,187,135 2,562,191

従業員数
(ほか、平均臨時
雇用者数)

(名)
― 86 85 86 82
(―) (51) (52) (52) (51)

 

(注) １　売上高には消費税等は含まれておりません。

２　当社は中間連結財務諸表を作成していないため「中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移」につ

いては、記載しておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４　平成28年２月25日開催の第68期定時株主総会決議により、決算期を11月30日から３月31日に変更しました。

従って、第69期は平成27年12月１日から平成28年３月31日の４か月間となっております。
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２ 【事業の内容】

当中間会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

 

３ 【関係会社の状況】

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

平成29年９月30日現在

従業員数(名) 85(52)
 

(注) 　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間会計期間の平均人員を(　)外数で記載しております。

 

(2) 労働組合の状況

労使関係については、特に記載すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当中間会計期間におけるわが国経済は、2017年7～9月期の実質GDPは前期比0.6％増（年率換算で2.5％増）とプラ

ス成長は７四半期連続で約16年ぶりの長さとなりました。

海外経済の緩やかな回復を背景とした輸出の伸びが成長をけん引し、長雨や台風などの影響で減速した個人消費

を補う結果となりました。

こうした中で、当社の主力である空調分野では、業務用主力のパッケージエアコンが出荷ベースで前年同期間実

績を上回り緩やかな回復傾向を維持しています。

このような情勢のもと、当社の売上高は、1,418,456千円余と前年同期間比69,182千円余（△4.7％）の減収とな

りました。

収益面におきましては、売上減収及び不採算製品の受注増による採算悪化等の影響もありましたが営業損益は

22,210千円余の黒字計上を果たしました。

前年同期間比では28,438千円の減益となりました。

経常損益段階では25,235千円余の利益計上、特別損失で固定資産売却損749千円を計上、法人税等を処理した結

果、中間純利益は22,306千円余の利益計上となりました。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当中間会計期間における現金及び現金同等物は70,549千円増加し、中間期末残高は、2,632,741千円と前年同期末

に比べ471,330千円の増加となりました。

営業活動によるキャッシュ・フローは、減価償却費96,409千円、仕入債務の増加44,797千円、税引前中間純利益

24,486千円に対し、未払金の減少41,209千円等の結果、133,742千円と前年同期末に比べ16,938千円の増加となりま

した。

投資活動によるキャッシュ・フローは有形固定資産の取得による支出39,216千円等により△40,283千円と前年同

期末に比べ89,269千円の増加となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローはリース債務の返済による支出8,772千円、配当金の支払額14,135千円により

△22,908千円と前年同期末に比べ9,933千円の減少となりました。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

 

品名 生産高(千円) 前年同期比(％)

電磁弁 872,017 99.31

膨張弁 11,250 74.86

温湿度調節器 5,582 133.80

電動弁 87,328 121.24

手動弁 127,534 90.80

自動弁 154,565 118.56

その他 4,210 118.52

合計 1,262,490 101.51
 

(注) １　金額は標準販売価格(消費税等抜き価格)によっております。

２　生産実績中には改造生産分は含まれておりません。

 

(2) 受注実績

 

品名

受注高 受注残高

金額
(千円)

前年同期比
(％)

金額
(千円)

前年同期比
(％)

電磁弁 875,243 92.01 424,195 95.50

膨張弁 13,573 94.90 4,024 114.77

温湿度調節器 6,057 109.35 1,916 45.85

電動弁 53,333 59.42 26,030 51.48

手動弁 138,947 94.07 67,176 92.02

自動弁 176,834 128.10 87,899 133.21

その他 134,016 84.00 3,245 203.19

合計 1,398,006 92.82 614,488 95.56
 

(注)　金額は販売価格(消費税等抜き価格)によっております。
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(3) 販売実績

 

品名 販売高(千円) 前年同期比(％)

電磁弁 894,111 93.72

膨張弁 15,542 86.87

温湿度調節器 6,465 144.31

電動弁 76,462 107.48

手動弁 133,221 92.88

自動弁 159,731 116.38

その他 132,920 83.39

合計 1,418,456 95.35
 

(注) １　販売実績は消費税等抜きで記載しております。

２　主な相手先別の販売実績及びそれぞれの総販売実績に対する割合は次の通りであります。
 

相手先

前中間会計期間 当中間会計期間

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

日立ジョンソンコント
ロールズ空調㈱

182,245 12.25 184,058 12.98
 

 

３ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

(1) 経営方針・経営戦略等及び経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当中間会計期間において、当社の経営方針・経営戦略等若しくは経営上の目標の達成状況を判断するための客観

的な指標等に重要な変更はありません。

 また、新たに定めた経営方針・経営戦略等若しくは指標等はありません。

 

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更はありません。

　また、新たに生じた事業上及び財務上の対処すべき課題はありません。

 

４ 【事業等のリスク】

当中間会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断

に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」につ

いて重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

５ 【経営上の重要な契約等】

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 

(1) 財政状態の分析

(資産、負債及び純資産の状況)

当中間会計期末の資産の部では、主に現金及び預金が増加し棚卸資産が減少しましたが現金及び預金の増加は、

当中間会計期末日が休日のため、月末の支払決済（電子記録債務決済等）が翌月に持越しになったことによるもの

です。

結果として流動資産全体では71,489千円の増加となっています。

固定資産は、有形固定資産124,368千円を取得及び建設仮勘定の増加に対し減価償却等93,660千円及び固定資産除

却819千円の減少があったことで有形固定資産は31,442千円の増加、その他固定資産は投資その他の資産が35,869

千円増加、無形固定資産は2,749千円の減少となり、固定資産全体では64,562千円の増加となりました。

負債の部につきましては、電子記録債務、設備関係支払手形、設備関係電子記録債務等が増加し、買掛金、未払

金が減少しましたが、流動負債全体では107,492千円増加となっています。

固定負債では、リース債務や役員退職慰労金引当金の減少及び繰延税金負債の増加があり、負債合計では前事業

年度末比102,812千円増加し、868,539千円となりました。

純資産の部では、繰越利益剰余金の増加により、株主資本は増加しました。

その結果、純資産は前事業年度末と比較し、その他有価証券評価差額金及び株主資本が33,238千円増加し、

5,245,335千円となり、自己資本比率85.8％となりました。

 

(2) 経営成績の分析

(売上高及び利益の状況)

当中間会計期間の売上高は自動車分野、冷凍・冷蔵機器分野の受注減、また空調機分野においても昨年度比減収

となり、売上全体では、期前半は好調に推移していましたが夏以降の受注減が影響し1,418,456千円と前年同期比

69,182千円（△4.7％）の減収となりました。

利益面では、売上減収及び不採算製品の受注増による採算悪化の影響もあり、営業利益22,210千円、中間純利益

22,306千円の減益となりました。

 

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

「第２　事業の状況　１　業績等の概要　(２)キャッシュ・フローの状況」に記載しております。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【主要な設備の状況】

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

２ 【設備の新設、除却等の計画】

前事業年度末において、計画中又は実施中の重要な設備の新設、除却等はありません。

また、当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 19,200,000

計 19,200,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)

(平成29年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年12月27日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,800,000 4,800,000 非上場
当社は単元株制度を採用して
おりません。

計 4,800,000 4,800,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年４月１日
　　　 ～
平成29年９月30日

― 4,800,000 ― 240,000 ― 9,416
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(6) 【大株主の状況】

平成29年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

菱華産業㈱ 東京都中央区日本橋室町４―６―２ 2,455 51.17

菱華企業㈱ 東京都中央区日本橋室町４―６―２ 892 18.59

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２―７―１ 240 5.00

弘　世　酉　二 東京都杉並区 190 3.96

㈱久世ベローズ工業所 石川県河北郡津幡町字南中条り74―１ 172 3.59

三菱重工サーマルシステムズ㈱ 東京都港区港南２―16―５ 100 2.08

林　　　俊　夫 東京都大田区 74 1.55

須　田　ふき子 東京都世田谷区 65 1.35

東　山　喜代子 東京都杉並区 65 1.35

森　　　まり子 東京都杉並区 62 1.30

計 ― 4,317 89.94
 

 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成29年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 4,800,000
 

 

4,800,000
権利内容に何ら限定のない当社におけ
る標準となる株式

発行済株式総数 4,800,000 ― ―

総株主の議決権 ― 4,800,000 ―
 

 

② 【自己株式等】

　該当事項はありません。
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２ 【株価の推移】

当社株式は非上場でありますので、該当事項はありません。

 

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動はありません。

 

EDINET提出書類

日電工業株式会社(E01918)

半期報告書

11/34



第５ 【経理の状況】

 

１　中間財務諸表の作成方法について

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号)に

基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間(平成29年４月１日から平成29年９月30

日まで)の中間財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により中間監査を受けております。

 

３　中間連結財務諸表について

当社は子会社がないため、中間連結財務諸表は作成しておりません。

 

EDINET提出書類

日電工業株式会社(E01918)

半期報告書

12/34



 

１ 【中間連結財務諸表等】

(1) 【中間連結財務諸表】

該当事項はありません。

 

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【中間財務諸表等】

(1) 【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成29年３月31日)
当中間会計期間

(平成29年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,122,007 2,192,552

  受取手形 ※２  113,505 ※２  115,913

  売掛金 281,664 283,799

  電子記録債権 454,150 457,917

  有価証券 499,990 499,995

  たな卸資産 529,047 507,389

  その他 95,540 109,839

  貸倒引当金 △660 △670

  流動資産合計 4,095,246 4,166,736

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 497,484 558,928

   機械及び装置（純額） 627,025 600,966

   土地 191,698 191,698

   その他（純額） 150,657 146,714

   有形固定資産合計 ※１  1,466,866 ※１  1,498,308

  無形固定資産 17,456 14,706

  投資その他の資産   

   投資有価証券 395,105 431,047

   その他 10,608 10,235

   貸倒引当金 △7,460 △7,160

   投資その他の資産合計 398,253 434,123

  固定資産合計 1,882,576 1,947,138

 資産合計 5,977,822 6,113,874

負債の部   

 流動負債   

  支払手形 ※２  77,628 ※２  80,201

  買掛金 143,851 124,082

  リース債務 17,485 15,663

  未払法人税等 2,511 7,622

  設備関係支払手形 3,503 38,760

  設備関係電子記録債務 13,297 39,344

  その他 ※３  351,075 ※３  411,172

  流動負債合計 609,354 716,846

 固定負債   

  リース債務 49,326 42,376

  役員退職慰労引当金 30,092 24,213

  繰延税金負債 76,953 85,103

  固定負債合計 156,372 151,692

 負債合計 765,726 868,539
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成29年３月31日)
当中間会計期間

(平成29年９月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 240,000 240,000

  資本剰余金   

   資本準備金 9,416 9,416

   資本剰余金合計 9,416 9,416

  利益剰余金   

   利益準備金 60,000 60,000

   その他利益剰余金   

    固定資産圧縮積立金 104,095 99,323

    別途積立金 2,360,000 2,360,000

    繰越利益剰余金 2,378,872 2,391,551

   利益剰余金合計 4,902,968 4,910,874

  株主資本合計 5,152,385 5,160,291

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 59,711 85,044

  評価・換算差額等合計 59,711 85,044

 純資産合計 5,212,096 5,245,335

負債純資産合計 5,977,822 6,113,874
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②【中間損益計算書】

           (単位：千円)

          前中間会計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

売上高 1,487,639 1,418,456

売上原価 ※１  1,256,586 ※１  1,209,886

売上総利益 231,053 208,569

販売費及び一般管理費 180,404 186,359

営業利益 50,649 22,210

営業外収益 ※２  4,578 ※２  4,355

営業外費用 ※３  4,111 ※３  1,329

経常利益 51,116 25,235

特別利益 ※４  26,404 ※４  ―

特別損失 ※５  ― ※５  749

税引前中間純利益 77,521 24,486

法人税、住民税及び事業税 547 4,696

法人税等調整額 △2,206 △2,516

法人税等合計 △1,658 2,180

中間純利益 79,180 22,306
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③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間(自 平成28年４月１日　至 平成28年９月30日)

 (単位：千円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本

合計資本準備金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計固定資産

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益

剰余金

当期首残高 240,000 9,416 9,416 60,000 114,261 2,360,000 2,275,861 4,810,122 5,059,538

当中間期変動額          

剰余金の配当       △4,800 △4,800 △4,800

固定資産圧縮積立金

の取崩
    △5,082  5,082 ― ―

中間純利益       79,180 79,180 79,180

株主資本以外の項目

の当中間期変動額

（純額）

         

当中間期変動額合計 ― ― ― ― △5,082 ― 79,462 74,380 74,380

当中間期末残高 240,000 9,416 9,416 60,000 109,178 2,360,000 2,355,323 4,884,502 5,133,918
 

 

 

評価・換算差額等

純資産合計その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 38,724 38,724 5,098,262

当中間期変動額    

剰余金の配当   △4,800

固定資産圧縮積立金

の取崩
  ―

中間純利益   79,180

株主資本以外の項目

の当中間期変動額

（純額）

487 487 487

当中間期変動額合計 487 487 74,867

当中間期末残高 39,212 39,212 5,173,130
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当中間会計期間(自 平成29年４月１日　至 平成29年９月30日)

 (単位：千円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本

合計資本準備金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計固定資産

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益

剰余金

当期首残高 240,000 9,416 9,416 60,000 104,095 2,360,000 2,378,872 4,902,968 5,152,385

当中間期変動額          

剰余金の配当       △14,400 △14,400 △14,400

固定資産圧縮積立金

の取崩
    △5,082  5,082 ― ―

固定資産圧縮積立金

の積立
    309  △309 ― ―

中間純利益       22,306 22,306 22,306

株主資本以外の項目

の当中間期変動額

（純額）

         

当中間期変動額合計 ― ― ― ― △4,772 ― 12,679 7,906 7,906

当中間期末残高 240,000 9,416 9,416 60,000 99,323 2,360,000 2,391,551 4,910,874 5,160,291
 

 

 

評価・換算差額等

純資産合計その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 59,711 59,711 5,212,096

当中間期変動額    

剰余金の配当   △14,400

固定資産圧縮積立金

の取崩
  ―

固定資産圧縮積立金

の積立
  ―

中間純利益   22,306

株主資本以外の項目

の当中間期変動額

（純額）

25,332 25,332 25,332

当中間期変動額合計 25,332 25,332 33,238

当中間期末残高 85,044 85,044 5,245,335
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④【中間キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前中間会計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前中間純利益 77,521 24,486

 減価償却費 92,601 96,409

 有形固定資産売却損益（△は益） ― 749

 投資有価証券清算益 △26,404 ―

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △490 △290

 賞与引当金の増減額（△は減少） 12,000 ―

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 1,904 △5,879

 受取利息及び受取配当金 △2,718 △3,223

 売上債権の増減額（△は増加） △98,260 △8,309

 たな卸資産の増減額（△は増加） 88,381 21,658

 未収入金の増減額（△は増加） 5,873 △4,504

 その他の流動資産の増減額（△は増加） △8,394 △9,776

 仕入債務の増減額（△は減少） △61,205 44,797

 未払費用の増減額（△は減少） 1,408 9,770

 未払金の増減額（△は減少） 29,915 △41,209

 その他の流動負債の増減額（△は減少） 1,789 3,877

 その他 2,057 △2,237

 小計 115,979 126,319

 利息及び配当金の受取額 2,725 4,375

 法人税等の支払額 △1,901 3,047

 営業活動によるキャッシュ・フロー 116,803 133,742

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △154,869 △39,216

 有形固定資産の売却による収入 ― 46

 投資有価証券の取得による支出 △1,088 △1,113

 投資有価証券の清算による収入 26,404 ―

 定期預金の払戻による収入 535,805 59,806

 定期預金の預入による支出 △535,806 △59,806

 投資活動によるキャッシュ・フロー △129,552 △40,283

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 リース債務の返済による支出 △7,832 △8,772

 配当金の支払額 △5,142 △14,135

 財務活動によるキャッシュ・フロー △12,975 △22,908

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △25,724 70,549

現金及び現金同等物の期首残高 2,187,135 2,562,191

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※  2,161,410 ※  2,632,741
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１　資産の評価基準及び評価方法

　(1) 有価証券

　①　満期保有目的の債券

　償却原価法(定額法)

　②　その他有価証券

時価のあるもの

中間決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動

平均法により算定)

時価のないもの

移動平均法に基づく原価法

　(2) たな卸資産

製品、商品、原材料及び仕掛品は、総平均法に基づく原価法(収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)

２　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

定額法によっております。

なお、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、３年間均等償却によっております。

　(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

ソフトウェア(自社利用分)については、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によっております。

　(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

 

３　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　(2) 賞与引当金

従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額にもとづく当期の費用負担額を計上しております。

　(3) 役員退職慰労引当金

役員の退職金の支給に充てるため、役員退職慰労金支給内規に基づき中間期末要支給額を計上しております。

４　中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から３か月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。

５　その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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(中間貸借対照表関係)

※１　資産の金額から直接控除している減価償却累計額の額

 

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当中間会計期間

(平成29年９月30日)

有形固定資産の減価償却累計額 △3,026,860千円 △3,102,148千円
 

 

※２ 当中間会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の中間会計期間末日満期手形を満期日に決済が行われた

ものとして処理しております。

 

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当中間会計期間

(平成29年９月30日)

受取手形 ― 3,136千円

支払手形 ― 15,705千円
 

 

※３　消費税等の取扱い

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、流動負債「その他」に含めて表示しております。

 

(中間損益計算書関係)

※１　通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低下による簿価切下額(△は戻入額)

 

 
前中間会計期間

(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

売上原価 △8,953千円 5,913千円
 

 

※２　営業外収益のうち重要なもの

 

 
前中間会計期間

(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

受取利息 176千円 26千円

受取配当金 2,400千円 2,641千円
 

 

※３　営業外費用のうち重要なもの

 

 
前中間会計期間

(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

支払補償費 2,841千円 ―
 

 

※４　特別利益のうち重要なもの

 

 
前中間会計期間

(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

投資有価証券清算益 26,404千円 ―
 

 

※５　特別損失のうち重要なもの

 

 
前中間会計期間

(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

固定資産売却損 ― 749千円
 

 

　６　減価償却実施額
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前中間会計期間

(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

有形固定資産 89,100千円 93,660千円

無形固定資産 3,501千円 2,749千円
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(中間株主資本等変動計算書関係)

前中間会計期間（自 平成28年４月１日　至 平成28年９月30日）

１.　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株式
数（株）

当中間会計期間増加
株式数（株）

当中間会計期間減少
株式数（株）

当中間会計期間末株
式数（株）

発行済株式     

　普通株式 4,800,000 ― ― 4,800,000

自己株式     

　普通株式 ― ― ― ―
 

 

２.　新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

 

３.　配当に関する事項

(１)配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たりの配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成28年６月27日

定時株主総会
普通株式 4,800 １ 平成28年３月31日 平成28年６月28日

 

 

(２)基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの

該当事項はありません。

 

当中間会計期間（自 平成29年４月１日　至 平成29年９月30日）

１.　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株式
数（株）

当中間会計期間増加
株式数（株）

当中間会計期間減少
株式数（株）

当中間会計期間末株
式数（株）

発行済株式     

　普通株式 4,800,000 ― ― 4,800,000

自己株式     

　普通株式 ― ― ― ―
 

 

２.　新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

 

３.　配当に関する事項

(１)配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たりの配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成29年６月23日

定時株主総会
普通株式 14,400 ３ 平成29年３月31日 平成29年６月26日

 

 

(２)基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの

該当事項はありません。
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(中間キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

 
前中間会計期間

(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

現金及び預金 2,221,233千円 2,192,552千円

預入期間が３か月を超える
定期預金

△559,806千円 △59,806千円

コマーシャルペーパー 499,982千円 499,995千円

現金及び現金同等物 2,161,410千円 2,632,741千円
 

 

(リース取引関係)

１　ファイナンス・リース取引

　(借主側)

(1) 所有権移転外ファイナンス・リース取引(通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっているもの)

前事業年度(平成29年３月31日)及び当中間会計期間(平成29年９月30日)

①　リース資産の内容

有形固定資産

機械及び装置

工具器具及び備品

無形固定資産

ソフトウエア

②　リース資産の減価償却の方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
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(金融商品関係)

金融商品の時価等に関する事項

中間貸借対照表計上額(貸借対照表計上額)、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価

を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません((注２)を参照ください。)。

 

前事業年度(平成29年３月31日)

(単位：千円)

 貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 2,122,007 2,122,007 ―

(2) 受取手形 113,505 113,505 ―

(3) 売掛金 281,664 281,664 ―

(4) 電子記録債権 454,150 454,150 ―

(5) 有価証券及び投資有価証券    

　　満期保有目的の債券 708,536 703,845 △4,691

 　 その他有価証券 172,425 172,425 ―

資産計 3,852,290 3,847,599 △4,691

(1) 支払手形 77,628 77,628 ―

(2) 買掛金 143,851 143,851 ―

(3) 電子記録債務 184,357 184,357 ―

(4) 設備関係支払手形 3,503 3,503 ―

(5) 設備関係電子記録債務 13,297 13,297 ―

負債計 422,638 422,638 ―
 

 

当中間会計期間(平成29年９月30日)

(単位：千円)

 中間貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 2,192,552 2,192,552 ―

(2) 受取手形 115,913 115,913 ―

(3) 売掛金 283,799 283,799 ―

(4) 電子記録債権 457,917 457,917 ―

(5) 有価証券及び投資有価証券    

　　満期保有目的の債券 707,371 704,016 △3,355

 　 その他有価証券 208,878 208,878 ―

資産計 3,966,432 3,963,077 △3,355

(1) 支払手形 80,201 80,201 ―

(2) 買掛金 124,082 124,082 ―

(3) 電子記録債務 246,351 246,351 ―

(4) 設備関係支払手形 38,760 38,760 ―

(5) 設備関係電子記録債務 39,344 39,344 ―

負債計 528,740 528,740 ―
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(注１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資  産

(1)現金及び預金(2) 受取手形(3)売掛金(4)電子記録債権

これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって

おります。

(5)有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券等は取引金融機関等から提示された価格に

よっております。

負  債

(1)支払手形(2)買掛金(3)電子記録債務(4)設備関係支払手形(5)設備関係電子記録債務

これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって

おります。

 

(注２)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の中間貸借対照表計上額（貸借対照表計上額）

  (単位：千円)

区分 平成29年３月31日 平成29年９月30日

非上場株式 14,134 14,793
 

非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(5)有価証券及

び投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。
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(有価証券関係)

１満期保有目的の債券

 

前事業年度 (平成29年３月31日)

区分
貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額
(千円)

時価が貸借対照表計上額を
超えるもの

   

コマーシャルペーパー ― ― ―

社債 ― ― ―

小計 ― ― ―

時価が貸借対照表計上額を
超えないもの

   

コマーシャルペーパー 499,990 499,865 △125

社債 208,545 203,980 △4,565

小計 708,536 703,845 △4,691

合計 708,536 703,845 △4,691
 

 

当中間会計期間 (平成29年９月30日)

区分
中間貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額
(千円)

時価が中間貸借対照表計上
額を超えるもの

   

コマーシャルペーパー ― ― ―

社債 ― ― ―

小計 ― ― ―

時価が中間貸借対照表計上
額を超えないもの

   

コマーシャルペーパー 499,995 499,860 △135

社債 207,375 204,156 △3,219

小計 707,371 704,016 △3,355

合計 707,371 704,016 △3,355
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２その他有価証券

 

前事業年度 (平成29年３月31日)

区分
貸借対照表計上額

(千円)
取得原価
(千円)

差額
(千円)

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

   

  株式 127,184 21,619 105,565

小計 127,184 21,619 105,565

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

   

  株式 45,241 48,113 △2,871

小計 45,241 48,113 △2,871

合計 172,425 69,732 102,693
 

 

当中間会計期間 (平成29年９月30日)

区分
中間貸借対照表計上額

(千円)
取得原価
(千円)

差額
(千円)

中間貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

   

  株式 162,689 21,619 141,070

小計 162,689 21,619 141,070

中間貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

   

  株式 46,188 49,226 △3,038

小計 46,188 49,226 △3,038

合計 208,878 70,846 138,032
 

 

　

 
(賃貸等不動産関係)

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社は、自動制御機器製造販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

【関連情報】

前中間会計期間(自平成28年４月１日 至平成28年９月30日)

１  製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が中間損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略

しております。

 

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

中間損益計算書の売上高は、すべて本邦の外部顧客への売上高であるため、地域ごとの売上高の記載を省略して

おります。

(2) 有形固定資産

中間貸借対照表の有形固定資産の金額は、すべて本邦に所在しているため、地域ごとの有形固定資産の記載を省

略しております。

 

３  主要な顧客ごとの情報

(単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

日立ジョンソンコントロールズ空調
㈱

182,245 自動制御機器製造販売事業
 

 

当中間会計期間(自平成29年４月１日 至平成29年９月30日)

１  製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が中間損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略

しております。

 

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

中間損益計算書の売上高は、すべて本邦の外部顧客への売上高であるため、地域ごとの売上高の記載を省略して

おります。

(2) 有形固定資産

中間貸借対照表の有形固定資産の金額は、すべて本邦に所在しているため、地域ごとの有形固定資産の記載を省

略しております。

 

３  主要な顧客ごとの情報

(単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

日立ジョンソンコントロールズ空調
㈱

184,058 自動制御機器製造販売事業
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。

 

(１株当たり情報)

１株当たり純資産額及び１株当たり中間純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前事業年度

(平成29年３月31日)
当中間会計期間

(平成29年９月30日)

(1) １株当たり純資産額 1,085円85銭 1,092円78銭
 

 

項目
前中間会計期間

(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

(2) １株当たり中間純利益金額 16円50銭 ４円65銭

  (算定上の基礎)   

   中間損益計算書上の中間純利益金額(千円) 79,180 22,306

   普通株式に係る中間純利益金額(千円) 79,180 22,306

   普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 ― ―

   普通株式の期中平均株式数(株) 4,800,000 4,800,000
 

(注) 前中間会計期間及び当中間会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額は、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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(2) 【その他】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

日電工業株式会社(E01918)

半期報告書

31/34



第６ 【提出会社の参考情報】

 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

(１)有価証券報告書及びその添付書類

事業年度　第70期(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日)平成29年６月28日関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書
 

 

 

平成29年12月27日

日電工業株式会社

取締役会　御中

有 限 責 任　あ ず さ 監 査 法 人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 山　口　直　志　　㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 小　泉　　淳　　　㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日電工業株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第71期事業年度の中間会計期間(平成29年４月１

日から平成29年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動

計算書、中間キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。

　

中間財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作

成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有

用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を

行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資

者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定

し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。

中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続の

一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間財務

諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続

が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法

人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な

情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに

経営者によって行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

中間監査意見

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、日電工業株式会社の平成29年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成29年４月１

日から平成29年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上
 

(注) １　上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。

２　XBRLデータは中間監査の対象には含まれていません。
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